
＜議案＞

Ａ 予算案件（２１件） 

  １ 一般会計 

   （１）平成３０年度富山市一般会計予算 

     ア 歳入歳出予算  イ 継続費  ウ 債務負担行為  エ 地方債 

  ２ 特別会計 

   （１）平成３０年度富山市公債管理特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算  イ 地方債 

   （２）平成３０年度富山市駐車場事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算  イ 債務負担行為 

   （３）平成３０年度富山市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算  イ 地方債 

   （４）平成３０年度富山市後期高齢者医療事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算 

   （５）平成３０年度富山市まちなか診療所事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算 

   （６）平成３０年度富山市介護保険事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算 

   （７）平成３０年度富山市国民健康保険事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算 
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   （８）平成３０年度富山市企業団地造成事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算  イ 地方債 

   （９）平成３０年度富山市白樺ハイツ事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算 

   （10）平成３０年度富山市牛岳温泉健康センター事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算 

   （11）平成３０年度富山市牛岳温泉スキー場事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算  イ 地方債 

   （12）平成３０年度富山市競輪事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算 

   （13）平成３０年度富山市農業集落排水事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算  イ 地方債 

   （14）平成３０年度富山市公設地方卸売市場事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算  イ 地方債 

   （15）平成３０年度富山市軌道整備事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算 

   （16）平成３０年度富山市賃貸住宅・店舗事業特別会計予算 

     ア 歳入歳出予算 

  ３ 企業会計 

   （１）平成３０年度富山市水道事業会計予算 

     ア 収益的収入及び支出  イ 資本的収入及び支出 

ウ 企業債 

   （２）平成３０年度富山市工業用水道事業会計予算 

     ア 収益的収入及び支出  イ 資本的収入及び支出 
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   （３）平成３０年度富山市公共下水道事業会計予算 

     ア 収益的収入及び支出  イ 資本的収入及び支出 

     ウ 継続費        エ 企業債 

   （４）平成３０年度富山市病院事業会計予算 

     ア 収益的収入及び支出  イ 資本的収入及び支出 

ウ 企業債 

Ｂ 条例案件（３５件） 

１ 富山市事務分掌条例の一部を改正する条例制定の件 

（１）都市整備部の名称及び分掌事務の改正 

  ア 名称   「都市整備部」 → 「活力都市創造部」 

  イ 分掌事務 「戦略的なまちづくり施策に関する事項」を追加 

（２）附則で富山市都市計画審議会条例及び富山市開発審査会条例の一部改

正 

      「都市整備部」 → 「活力都市創造部」 

（３）施行期日 平成３０年４月１日 

２ 富山市附属機関設置条例の一部を改正する条例制定の件 

（１）富山市美術文化資料等収集審査会の廃止 

（２）施行期日 平成３０年４月１日 

３ 富山市職員の退職手当支給条例等の一部を改正する条例制定の件 

（１）富山市職員の退職手当支給条例の一部改正 

  ア 附則における調整率の引き下げ 

    「１００分の８７」 → 「１００分の８３．７」 

  イ 引用条文の改正 

   （２）富山市職員の退職手当支給条例の一部を改正する条例の一部改正 

     ア 経過措置による調整率の引き下げ 
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       勤続期間２０年未満「１００分の８７」→「１００分の８３．７」 

       勤続期間２０年以上「１０４分の８７」→「１０４分の８３．７」 

（３）施行期日 平成３０年４月１日 

４ 富山市幼稚園保育料等徴収条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）保育料の改正 

階層区分 階層認定の基準 保育料月額 

第３階層 市町村民税の所得割課税世帯 ９，０００円 

↓

階層区分 階層認定の基準 保育料月額 

第３階層 市町村民税の所得

割課税世帯 

所得割額77,101円未満世帯 ５，４００円 

第４階層 所得割額77,101円以上世帯 ９，０００円 

（２）その他規定の整備 

（３）施行期日 平成３０年４月１日 

５ 富山市指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

（１）共生型障害福祉サービスに関する基準の新設 

  ア 居宅介護及び重度訪問介護における共生型障害福祉サービスの事業

を行う指定訪問介護事業者に係る基準を追加する。 

  イ 生活介護における共生型障害福祉サービスの事業を行う指定児童発

達支援事業者若しくは指定放課後等デイサービス事業者、指定通所介

護事業者若しくは指定地域密着型通所介護事業者、指定小規模多機能

型居宅介護事業者若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業者又

は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者に係る基準を追加する。 

  ウ 短期入所における共生型障害福祉サービスの事業を行う指定短期入

所生活介護事業者若しくは指定介護予防短期入所生活介護事業者又は

指定小規模多機能型居宅介護事業者、指定看護小規模多機能型居宅介

護事業者若しくは指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者に係る

基準を追加する。 
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  エ 自立訓練（機能訓練）及び自立訓練（生活訓練）における共生型障

害福祉サービスの事業を行う指定通所介護事業者、指定地域密着型通

所介護事業者、指定小規模多機能型居宅介護事業者、指定看護小規模

多機能型居宅介護事業者又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業者に係る基準を追加する。 

   （２）就労定着支援の創設に伴う基準の新設 

     ア 基本方針 

       就労定着支援の事業は、利用者が自立した生活を営むことができる

よう、就労に向けた支援として通常の事業所に新たに雇用された障害

者に対して、一定期間、事業所での就労の継続を図るために必要な障

害福祉サービス事業者等、医療機関その他の者との連絡調整その他の

支援を適切かつ効果的に行うものでなければならないこととする。 

     イ 実施主体 

       指定就労定着支援事業者は、過去３年間において平均１人以上、通

常の事業所に新たに障害者を雇用させている生活介護、自立訓練（機

能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型

又は就労継続支援Ｂ型に係る指定障害福祉サービス事業者でなければ

ならないこととする。 

     ウ ア、イに加え、人員、設備及び運営に関する基準を追加 

   （３）自立生活援助の創設に伴う基準の新設 

     ア 基本方針 

       自立生活援助の事業は、利用者が地域において自立した生活を営む

ことができるよう、定期的な巡回、訪問等により利用者の状況を把握

し、必要な支援が、保健、医療、福祉、就労支援等の関係機関との連

携の下で適切かつ効果的に行われるものでなければならないこととす

る。 

     イ 実施主体 

       指定自立生活援助事業者は、指定障害福祉サービス事業者（居宅介

護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、宿泊型自立訓練又は共同生

活援助の事業を行う者に限る。）、指定障害者支援施設又は指定相談

支援事業者でなければならないこととする。 
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     ウ ア、イに加え、人員、設備及び運営に関する基準を追加 

   （４）共同生活援助における日中サービス支援型指定共同生活援助の創設に

伴う基準の新設 

     ア 基本方針 

       日中サービス支援型指定共同生活援助の事業は、常時介護を要する

者に対して、常時の支援体制を確保することにより、利用者が地域に

おいて自立した生活を営むことができるよう、共同生活住居において

相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上の援助を適切

かつ効果的に行うものでなければならないこととする。 

     イ 実施主体 

       日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、当該事業と同時に

指定短期入所を行うものとする。 

     ウ ア、イに加え、人員、設備及び運営に関する基準を追加 

   （５）生活介護、自立訓練（機能訓練）及び自立訓練（生活訓練）に係る基

準の改正 

      指定生活介護事業者等は、障害者の職場への定着を促進するため、当

該事業者が提供する指定生活介護等を受けて通常の事業所に新たに雇用

された障害者について、関係機関と連携して、当該障害者が就職した日

から６月以上、職業生活における相談等の支援の継続に努めなければな

らないこととする。 

   （６）重度障害者等包括支援におけるサービス利用計画に係る基準の改正 

     ア 名称の改正 

       「重度障害者等包括支援サービス利用計画」 

↓

       「重度障害者等包括支援計画」 

     イ サービス利用計画の策定時における担当者会議の開催等の規定の削

除 

   （７）関係法令 

     ア 省令 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法
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律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運

営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号） 

（８）施行期日 平成３０年４月１日 

６ 富山市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）設備に関する特例の廃止 

指定障害者支援施設が、福祉型障害児入所施設に係る指定障害児入所

施設等の指定を受け、かつ、それぞれの支援を同一の施設において一体

的に提供している場合には、指定障害児入所施設の設備に関する基準を

満たすことをもって、指定障害者支援施設の設備に関する基準を満たし

ているものとみなす特例を廃止する。 

（２）関係法令 

     ア 省令 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成１８年厚生労働省令第１７２号） 

（３）施行期日 平成３０年４月１日 

７ 富山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例制定の件 

（１）生活介護事業者等は、障害者の職場への定着を促進するため、当該事

業者が提供する生活介護等を受けて通常の事業所に新たに雇用された障

害者について、関係機関と連携して、当該障害者が就職した日から６月

以上、職業生活における相談等の支援の継続に努めなければならないこ

ととする。 

（２）就労移行支援事業者は、利用者が自ら通常の事業所に通勤することが

できるよう、通勤のための訓練を実施しなければならないこととする。 

（３）関係法令 

     ア 省令 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第１７４号） 
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   （４）施行期日 平成３０年４月１日 

８ 富山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例制定の件 

   （１）養護老人ホームは、身体的拘束等の適正化を図るため、規則で定める

措置を講じなければならないこととする。 

   （２）関係法令 

     ア 省令 養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和４１年厚

生省令第１９号） 

（３）施行期日 平成３０年４月１日 

９ 富山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例制定の件 

   （１）軽費老人ホームは、身体的拘束等の適正化を図るため、規則で定める

措置を講じなければならないこととする。 

   （２）関係法令 

     ア 省令 軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成２０年厚

生労働省令第１０７号） 

（３）施行期日 平成３０年４月１日 

10 富山市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例制定の件 

（１）特別養護老人ホームは、身体的拘束等の適正化を図るため、規則で定

める措置を講じなければならないこととする。 

（２）特別養護老人ホームは、現に処遇を行っているときに入所者の病状の

急変が生じた場合その他必要な場合のため、あらかじめ、医師との連携

方法その他の緊急時等における対応方法を定めておかなければならない

こととする。 

   （３）関係法令 

     ア 省令 特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成１１
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年厚生省令第４６号） 

   （４）施行期日 平成３０年４月１日 

11 富山市手数料条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）手数料の改定 

     ア 介護保険法の規定に基づく介護医療院の許可に関する事務（新設） 

     （ア）開設の許可に関する事務 ６３，０００円 

     （イ）変更の許可に関する事務 ３３，０００円 

     （ウ）開設の許可の更新に関する事務 ３３，０００円 

     イ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律の規定に基づく２以上の事業者

による産業廃棄物の処理に係る特例の申請に対する審査（新設） 

     （ア）認定の申請に対する審査 １４７，０００円 

     （イ）変更の申請に対する審査 １３４，０００円 

     ウ 使用済自動車の再資源化等に関する法律の規定に基づく破砕業の事

業の範囲の変更の許可の申請に対する審査 

       「７５，０００円」 → 「６７，０００円」 

     エ 土壌汚染対策法の規定に基づく汚染土壌処理業の譲渡等の承認に関

する事務（新設） 

     （ア）譲渡及び譲受の承認に関する事務 １２０，０００円 

     （イ）法人の合併又は分割の承認に関する事務 １２０，０００円 

     （ウ）相続の承認に関する事務 １２０，０００円 

     オ 準特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査 

       「５３０,０００円」 → 「５７０,０００円」 

     カ 特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査 

     （ア）１,０００キロリットル以上５,０００キロリットル未満 

        「８３０,０００円」 → 「８８０,０００円」 

     （イ）５,０００キロリットル以上１０,０００キロリットル未満 

        「１,０１０,０００円」 → 「１,０７０,０００円」 

     （ウ）１０,０００キロリットル以上５０,０００キロリットル未満 

        「１,１２０,０００円」 → 「１,２００,０００円」 
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     （エ）５０,０００キロリットル以上１００,０００キロリットル未満 

        「１,４２０,０００円」 → 「１,５２０,０００円」 

     （オ）１００,０００キロリットル以上２００,０００キロリットル未満 

        「１,６６０,０００円」 → 「１,７８０,０００円」 

     （カ）２００,０００キロリットル以上３００,０００キロリットル未満 

        「３,８８０,０００円」 → 「４,０７０,０００円」 

     （キ）３００,０００キロリットル以上４００,０００キロリットル未満 

        「５,１００,０００円」 → 「５,３４０,０００円」 

     （ク）４００,０００キロリットル以上 

        「６,２９０,０００円」 → 「６,４９０,０００円」 

     キ 浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵

所の設置の許可の申請に係る審査 

     （ア）１,０００キロリットル以上５,０００キロリットル未満 

        「１,１３０,０００円」 → 「１,１８０,０００円」 

     （イ）５,０００キロリットル以上１０,０００キロリットル未満 

        「１,３４０,０００円」 → 「１,４１０,０００円」 

     （ウ）１０,０００キロリットル以上５０,０００キロリットル未満 

        「１,５００,０００円」 → 「１,５８０,０００円」 

     （エ）５０,０００キロリットル以上１００,０００キロリットル未満 

        「１,８３０,０００円」 → 「１,９４０,０００円」 

     （オ）１００,０００キロリットル以上２００,０００キロリットル未満 

        「２,１４０,０００円」 → 「２,２６０,０００円」 

     （カ）２００,０００キロリットル以上３００,０００キロリットル未満 

        「４,３５０,０００円」 → 「４,５５０,０００円」 

     （キ）３００,０００キロリットル以上４００,０００キロリットル未満 

        「５,５７０,０００円」 → 「５,８２０,０００円」 

     （ク）４００,０００キロリットル以上 

        「６,７７０,０００円」 → 「７,０７０,０００円」 

     ク 岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査 

     （ア）４００,０００キロリットル未満 

        「５,７５０,０００円」 → 「５,９３０,０００円」 

     （イ）４００,０００キロリットル以上５００,０００キロリットル未満 

        「７,２５０,０００円」 → 「７,４７０,０００円」 

     （ウ）５００,０００キロリットル以上 
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        「１０,７００,０００円」 → 「１０,９００,０００円」 

     ケ 特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可に係る完成検査前検査 

       基礎・地盤検査 

     （ア）１,０００キロリットル以上５,０００キロリットル未満 

        「４１０,０００円」 → 「４２０,０００円」 

     （イ）５,０００キロリットル以上１０,０００キロリットル未満 

        「５４０,０００円」 → 「５６０,０００円」 

     （ウ）１０,０００キロリットル以上５０,０００キロリットル未満 

        「７００,０００円」 → 「７３０,０００円」 

     （エ）５０,０００キロリットル以上１００,０００キロリットル未満 

        「９２０,０００円」 → 「９６０,０００円」 

     （オ）１００,０００キロリットル以上２００,０００キロリットル未満 

        「１,０４０,０００円」 → 「１,０９０,０００円」 

     （カ）２００,０００キロリットル以上３００,０００キロリットル未満 

        「１,６００,０００円」 → 「１,６６０,０００円」 

     （キ）３００,０００キロリットル以上４００,０００キロリットル未満 

        「１,８２０,０００円」 → 「１,９００,０００円」 

     （ク）４００,０００キロリットル以上 

        「２,０３０,０００円」 → 「２,１２０,０００円」 

       溶接部検査 

     （ア）１,０００キロリットル以上５,０００キロリットル未満 

        「４９０,０００円」 → 「５３０,０００円」 

     （イ）５,０００キロリットル以上１０,０００キロリットル未満 

        「６３０,０００円」 → 「６８０,０００円」 

     （ウ）１０,０００キロリットル以上５０,０００キロリットル未満 

        「９９０,０００円」 → 「１,０３０,０００円」 

     （エ）５０,０００キロリットル以上１００,０００キロリットル未満 

        「１,３１０,０００円」 → 「１,４１０,０００円」 

     （オ）１００,０００キロリットル以上２００,０００キロリットル未満 

        「１,７２０,０００円」 → 「１,７８０,０００円」 

     （カ）２００,０００キロリットル以上３００,０００キロリットル未満 

        「３,３２０,０００円」 → 「３,４３０,０００円」 

     （キ）３００,０００キロリットル以上４００,０００キロリットル未満 

        「４,０６０,０００円」 → 「４,１９０,０００円」 

     （ク）４００,０００キロリットル以上 
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        「４,６５０,０００円」 → 「４,８００,０００円」 

     コ 岩盤タンク検査 

     （ア）４００,０００キロリットル未満 

        「９,１００,０００円」 → 「９,３２０,０００円」 

     （イ）４００,０００キロリットル以上５００,０００キロリットル未満 

        「１２,４００,０００円」 → 「１２,６００,０００円」 

     （ウ）５００,０００キロリットル以上 

        「１７,０００,０００円」 → 「１７,３００,０００円」 

     サ 特定屋外タンク貯蔵所の保安に関する検査 

     （ア）１,０００キロリットル以上５,０００キロリットル未満 

        「３１０,０００円」 → 「３２０,０００円」 

     （イ）５,０００キロリットル以上１０,０００キロリットル未満 

        「４３０,０００円」 → 「４６０,０００円」 

     （ウ）１０,０００キロリットル以上５０,０００キロリットル未満 

        「７２０,０００円」 → 「７５０,０００円」 

     （エ）５０,０００キロリットル以上１００,０００キロリットル未満 

        「９６０,０００円」 → 「１,０２０,０００円」 

     （オ）１００,０００キロリットル以上２００,０００キロリットル未満 

        「１,２１０,０００円」 → 「１,３００,０００円」 

     （カ）２００,０００キロリットル以上３００,０００キロリットル未満 

        「２,９５０,０００円」 → 「３,１５０,０００円」 

     （キ）３００,０００キロリットル以上４００,０００キロリットル未満 

        「３,６２０,０００円」 → 「３,８７０,０００円」 

     （ク）４００,０００キロリットル以上 

        「４,１７０,０００円」 → 「４,４６０,０００円」 

     シ 岩盤タンクに係る特定屋外タンク貯蔵所の保安に関する検査 

     （ア）１,０００キロリットル以上４００,０００キロリットル未満 

        「２,６６０,０００円」 → 「２,６９０,０００円」 

     （イ）４００,０００キロリットル以上５００,０００キロリットル未満 

        「３,１９０,０００円」 → 「３,２３０,０００円」 

     （ウ）５００,０００キロリットル以上 

        「４,７９０,０００円」 → 「４,８３０,０００円」 
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   （２）指定介護療養型医療施設の指定更新事務手数料に係る特例の延長 

      「平成３０年３月３１日まで」 → 「平成３６年３月３１日まで」 

   （３）都市計画法の改正において用途地域として新設された田園住居地域に

ついて、建築基準法においても同様の改正が行われたことから、当該用

途地域における建築等の許可の手数料の区分を改正する。 

（４）施行期日 平成３０年４月１日 

  12 富山市介護保険条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）保険料率の適用期間の改正 

      「平成２７年度から平成２９年度まで」 

↓

      「平成３０年度から平成３２年度まで」 

   （２）保険料率の判定基準に用いる合計所得金額の改正 

      長期譲渡所得又は短期譲渡所得がある場合には、合計所得金額から長

期譲渡所得又は短期譲渡所得に係る特別控除額を控除した額を保険料率

の判定基準に用いる。 

   （３）質問調査権の対象範囲の拡大 

      「被保険者、第１号被保険者の配偶者若しくは第１号被保険者の属す

る世帯の世帯主その他その世帯に属する者又はこれらであった者」 

↓

      「被保険者、被保険者の配偶者若しくは被保険者の属する世帯の世帯

主その他その世帯に属する者又はこれらであった者」 

   （４）関係法令 

     ア 法律 介護保険法（平成９年法律第１２３号） 

   （５）施行期日 平成３０年４月１日 

  13 富山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）共生型居宅サービスに関する基準の新設 

      訪問介護、通所介護、短期入所生活介護における共生型居宅サービス
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に関する基準を追加する。 

   （２）指定訪問介護事業所のサービス提供管理者の責務の追加 

      サービス提供管理者は、居宅介護支援事業者等に対し、把握した利用

者の服薬状況や、口腔機能等に係る必要な情報を提供することとする。 

   （３）指定訪問介護事業者の不当な働きかけの禁止 

      指定訪問介護事業者は、居宅サービス計画の作成等に関し、介護支援

専門員又は被保険者に対して、必要のないサービスを位置付けるよう求

めることその他の不当な働きかけを行ってはならないこととする。 

   （４）指定特定施設入居者生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図る

ため、規則で定める措置を講じなければならないこととする。 

   （５）指定福祉用具貸与の提供に当たっての義務付けの改正 

     ア 貸与しようとする商品の特徴や貸与価格に加え、当該商品の全国平

均貸与価格を利用者に説明することとする。 

     イ 同一種目における機能又は価格帯の異なる複数の福祉用具に関する

情報を利用者に提供することとする。 

   （６）設備に関する特例の追加 

      病院又は診療所の開設者が、平成３６年３月３１日までの間に転換（

介護医療院その他の施設の用に供することをいう。）を行って指定特定

施設入居者生活介護の事業を行う場合の医療機関併設型指定特定施設に

おいては、併設される介護老人保健施設、介護医療院、病院又は診療所

の施設を利用することにより、浴室、便所及び食堂を置かないことがで

きる。 

   （７）その他規定の整備 

   （８）関係法令 

     ア 省令 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準（平成１１年厚生省令第３７号） 
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   （９）施行期日 平成３０年４月１日。ただし、（５）アは平成３０年１０

月１日 

14 富山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

（１）共生型地域密着型サービスに関する基準の新設 

      地域密着型通所介護における共生型地域密着型サービスに関する基準

を追加する。 

（２）介護・医療連携推進会議の開催頻度の改正 

   「３箇月に１回以上」 → 「６箇月に１回以上」 

（３）指定療養通所介護事業所の利用定員の改正 

   「９人以下」 → 「１８人以下」 

（４）指定認知症対応型共同生活介護事業者、指定地域密着型特定施設入居

者生活介護事業者、指定地域密着型介護老人福祉施設及びユニット型指

定地域密着型介護老人福祉施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、

規則で定める措置を講じなければならないこととする。 

（５）指定地域密着型介護老人福祉施設は、現に生活介護の提供を行ってい

るときに入所者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合のため、あ

らかじめ、医師との連携方法その他の緊急時等における対応方法を定め

ておかなければならないこととする。 

（６）共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員の上限の改正 

   「１日当たり３人以下」 

↓

   「１日当たり３人以下（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設

においては、ユニットごとに当該施設の入居者の数と通所介護の利用者

の数の合計が１日当たり１２人以下となる数）」 

（７）指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録定員の上限の改正 

   「２９人以下」 

↓

   「２９人（規則で定める事業所にあっては、１８人）以下」 
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   （８）設備に関する特例の追加 

      病院又は診療所の開設者が、平成３６年３月３１日までの間に転換（

介護医療院その他の施設の用に供することをいう。）を行って指定地域

密着型特定施設入居者生活介護の事業を行う場合の医療機関併設型指定

地域密着型特定施設においては、併設される介護老人保健施設、介護医

療院、病院又は診療所の施設を利用することにより、浴室、便所及び食

堂を置かないことができる。 

   （９）その他規定の整備 

   （10）関係法令 

     ア 省令 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成１８年厚生労働省令第３４号） 

   （11）施行期日 平成３０年４月１日 

15 富山市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める

条例の一部を改正する条例制定の件 

（１）基本方針の改正 

   指定居宅介護支援事業者が連携に努めなければならない対象に、指定

特定相談支援事業者を追加する。 

（２）内容及び手続の説明及び同意に関する改正 

     ア 複数の事業者等の紹介等の義務付け 

       指定居宅介護支援事業者は、支援の提供の開始に際しては、利用者

に対して、あらかじめ、複数の指定居宅サービス事業者等を紹介する

よう求めることができることについて説明を行い、理解を得なければ

ならないこととする。 

     イ 入院時に介護支援専門員の氏名等を伝える旨の求めの義務付け 

       指定居宅介護支援事業者は、支援の提供の開始に際しては、利用者

に対して、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者が入院す

る必要が生じた場合には、利用者に係る介護支援専門員の氏名及び連

絡先を入院する病院等に伝えるよう求めることとする。 

   （３）具体的取扱方針の改正 
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     ア 末期の悪性腫瘍の利用者に対するケアマネジメントの簡素化 

       末期の悪性腫瘍の利用者については、主治医等の助言を得ることを

前提として、サービス担当者会議の召集を不要とすることにより、ケ

アマネジメントプロセスを簡素化する。 

     イ 介護支援専門員から主治医等への利用者の服薬状況等の情報提供の

義務付け 

       介護支援専門員は、主治医等に対して指定居宅サービス事業者等か

ら伝達された利用者の服薬状況や、口腔機能等に係る必要な情報を提

供することとする。 

     ウ 訪問介護回数が基準以上の場合における理由及び計画の届出の義務

付け 

       居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護を位

置付ける場合、介護支援専門員は、当該計画に訪問介護が必要な理由

を記載するとともに、当該計画を市町村に届け出ることとする。 

     エ 医療サービスの利用に係る主治医等への居宅サービス計画の交付の

義務付け 

       利用者が医療サービスを希望する場合に主治医等に意見を求めるこ

ととしているが、この主治医等に対して居宅サービス計画を交付する

こととする。 

   （４）その他規定の整備 

（５）関係法令 

     ア 省令 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第３８号） 

（６）施行期日 平成３０年４月１日。ただし、（３）ウは平成３０年１０

月１日 

16 富山市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部を改正する条例制定の件 

（１）指定介護老人福祉施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、規則で

定める措置を講じなければならないこととする。 
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（２）指定介護老人福祉施設は、現にサービスの提供を行っているときに入

所者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合のため、あらかじめ、

医師との連携方法その他の緊急時等における対応方法を定めておかなけ

ればならないこととする。 

（３）関係法令 

  ア 省令 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（

平成１１年厚生省令第３９号） 

   （４）施行期日 平成３０年４月１日 

17 富山市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例制定の件 

（１）介護老人保健施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、規則で定め

る措置を講じなければならないこととする。 

（２）附則の適用期間の改正 

      「平成３０年３月３１日まで」 → 「平成３６年３月３１日まで」 

   （３）関係法令 

     ア 省令 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する

基準（平成１１年厚生省令第４０号） 

（４）施行期日 平成３０年４月１日 

18 富山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介

護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

等を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）共生型介護予防サービスに関する基準の新設 

      介護予防短期入所生活介護における共生型介護予防サービスに関する

基準を追加する。 

   （２）指定介護予防訪問リハビリテーションの事業を行う事業所に置かなけ

ればならない従業者に医師を追加 

（３）指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、身体的拘束等の適正
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化を図るため、規則で定める措置を講じなければならないこととする。 

（４）指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっての義務付けの改正 

  ア 貸与しようとする商品の特徴や貸与価格に加え、当該商品の全国平

均貸与価格を利用者に説明することとする。 

  イ 同一種目における機能又は価格帯の異なる複数の福祉用具に関する

情報を利用者に提供することとする。 

（５）設備に関する特例の追加 

   病院又は診療所の開設者が、平成３６年３月３１日までの間に転換（

介護医療院その他の施設の用に供することをいう。）を行って指定介護

予防特定施設入居者生活介護の事業を行う場合の医療機関併設型指定介

護予防特定施設においては、併設される介護老人保健施設、介護医療院、

病院又は診療所の施設を利用することにより、浴室、便所及び食堂を置

かないことができる。 

（６）その他規定の整備 

（７）関係法令 

  ア 省令 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号） 

   （８）施行期日 平成３０年４月１日。ただし、（４）アは平成３０年１０

月１日 

19 富山市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

（１）指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適

正化を図るため、規則で定める措置を講じなければならないこととする。 

（２）共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の利用定員の改正 

   「１日当たり３人以下」 

↓
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   「１日当たり３人以下（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設

においては、ユニットごとに当該施設の入居者の数と通所介護の利用者

の数の合計が１日当たり１２人以下となる数）」 

（３）その他規定の整備 

   （４）関係法令 

     ア 省令 指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省

令第３６号） 

（５）施行期日 平成３０年４月１日 

20 富山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例制定の件 

（１）基本方針の改正 

      指定介護予防支援事業者が連携に努めなければならない対象に、指定

特定相談支援事業者を追加する。 

   （２）内容及び手続の説明及び同意に関する改正 

     ア 複数の事業者等の紹介等の義務付け 

       指定介護予防支援事業者は、支援の提供の開始に際しては、利用者

に対して、あらかじめ、複数の指定介護予防サービス事業者等を紹介

するよう求めることができることについて説明を行い、理解を得なけ

ればならないこととする。 

     イ 入院時に担当職員の氏名等を伝える旨の求めの義務付け 

       指定介護予防支援事業者は、支援の提供の開始に際しては、利用者

に対して、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者が入院す

る必要が生じた場合には、担当職員の氏名及び連絡先を入院する病院

等に伝えるよう求めることとする。 

   （３）具体的取扱方針の改正 

     ア 保健師等から主治医等への利用者の服薬状況等の情報提供の義務付
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け 

       保健師等は、主治医等に対して、指定介護予防サービス事業者等か

ら提供された利用者の服薬状況や、口腔機能等に係る必要な情報を提

供することとする。 

     イ 医療サービスの利用に係る主治医等への介護予防サービス計画の交

付の義務付け 

       利用者が医療サービスを希望する場合に主治医等に意見を求めるこ

ととしているが、この主治医等に対して介護予防サービス計画を交付

することとする。 

   （４）関係法令 

     ア 省令 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準（平成１８年厚生労働省令第３７号） 

（５）施行期日 平成３０年４月１日 

21 富山市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例制定の件 

（１）指定介護療養型医療施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、規則

で定める措置を講じなければならないこととする。 

（２）関係法令 

  ア 省令 健康保険法等の一部を改正する法律附則第１３０条の２第1

項の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療

養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年

厚生省令第４１号） 

（３）施行期日 平成３０年４月１日 

22 富山市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める

条例制定の件 

（１）趣旨 

   今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、

「日常的な医療管理が必要な重介護者の受入れ」等の機能と「生活施設
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」としての機能を兼ね備えた新たな介護保険施設として、介護医療院が

介護保険法の改正により、創設された。 

   その人員、施設、運営等の基準について、介護医療院の人員、施設及

び設備並びに運営に関する基準の制定に伴い、条例を制定するもの。 

   （２）介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準については、

次に掲げるものを除き、省令の基準どおりとする。 

     ア 記録の保存年限 

省令 条例 

２年保存 ５年保存 

   （３）関係法令 

     ア 省令 介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（

平成３０年厚生労働省令第５号） 

（４）施行期日 平成３０年４月１日 

23 富山市国民健康保険事業基金条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）基金を処分することができる場合の例示の削除 

      国民健康保険法の改正に伴い、保険給付に要する費用（出産育児一時

金等を除く）の全額が都道府県から市町村に支払われることとなったこ

とから、基金を処分することができる場合として規定している「国民健

康保険の保険給付に要する費用の不足等」の部分を削除する。 

（２）施行期日 平成３０年４月１日 

  24 富山市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）保険給付に要する費用（出産育児一時金等を除く）の全額が県負担と

なったこと等法改正に伴う所要の改正 

   （２）保険料の賦課限度額の改定 

      「５４０，０００円」 → 「５８０，０００円」 

   （３）軽減判定所得の算定における被保険者の数に乗ずべき金額の改定 

     ア ５割軽減 

       「２７０，０００円」 → 「２７５，０００円」 
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     イ ２割軽減 

       「４９０，０００円」 → 「５００，０００円」 

   （４）個人番号を利用した申請事務の届出に係る所要の改正 

   （５）施行期日 平成３０年４月１日 

25 富山市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）後期高齢者医療制度加入時の住所地特例の見直しに伴う改正 

   （２）関係法令 

     ア 法律 高齢者の医療の確保に関する法律(昭和５７年法律第８０号) 

   （３）施行期日 平成３０年４月１日 

26 富山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）支給認定証の任意交付化に伴い、保護者が支給認定証の交付を受けて

いない場合には、施設は、当該保護者に対してなされた通知をもって支

給認定の有無、区分、保育必要量等を確認することとする。 

   （２）引用法令の改正 

   （３）関係法令 

     ア 法律 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（平成１８年法律第７７号） 

     イ 省令 子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４ 

号） 

（４）施行期日 平成３０年４月１日 

27 富山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額を定め

る条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）利用者負担額の改正 

      第３階層（※） 「月額９，４００円」 → 「月額５，４００円」 

    ※ 市町村民税の所得割課税世帯で、その所得割の額が７７，１０１円未
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満の世帯 

（２）施行期日 平成３０年４月１日 

28 富山市保育所条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）民営化に伴う石金保育所の廃止 

（２）施行期日 平成３０年４月１日 

29 富山市スポーツ施設条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）スポーツ施設の追加 

     ア 名称及び位置 

名  称 位   置 

富山市婦中パークゴルフ場 富山市婦中町羽根１０６８番地８ 

     イ 供用日時 

供 用 日 供用時間 

４月１日から１１月３０日

までの日。ただし、火曜日

（この日が休日に当たると

きは、その翌日）を除く。 

午前９時から午後５時まで 

     ウ 使用料 

       無料 

   （２）附則で富山市婦中パークゴルフ広場条例の廃止 

（３）施行期日 平成３０年４月１日 

30 富山市土地改良事業分担金等徴収条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）特別徴収金の徴収に関する規定の追加 

     ア 国営又は県営の土地改良事業において、所有者等が次の行為を行っ

た場合に、特別徴収金を徴収する。 

     （ア）土地改良事業計画において予定する用途以外の用途に供するため

所有権の移転等をすること 
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     （イ）自ら土地改良事業計画において予定する用途以外の用途に供する 

こと 

     イ 県営の土地改良事業のうち、農地中間管理機構が農地中間管理権を

有する事業において、所有者等が土地改良事業計画において予定する

用途以外の用途に供するため所有権の移転等を行った場合や、当該中

間管理権に関する契約を解除した場合等に、特別徴収金を徴収する。 

   （２）分担金等の徴収に関する規定の改正 

      国営土地改良事業において、市長が必要と認めるものについて分担金

等を徴収する。 

   （３）その他規定の整備 

   （４）関係法令 

     ア 法律 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号） 

   （５）施行期日 平成３０年４月１日 

31 富山市コミュニティバス条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）回数券及び１日券の追加 

種別 単位 金額（円） 

回数券 １００円券 １１枚つづり １，０００ 

２００円券 １１枚つづり ２，０００ 

１日券  ３７０ 

（２）施行期日 平成３０年４月１日 

32 富山市都市公園条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）公園施設に関する制限の追加 

      都市公園の敷地面積に対する当該都市公園の運動施設の敷地面積の割

合の上限を、１００分の５０とする。 

   （２）引用条文の改正 
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   （３）関係法令 

     ア 法律 都市公園法（昭和３１年法律第７９号） 

     イ 政令 都市公園法施行令（昭和３１年政令第２９０号） 

（４）施行期日 平成３０年４月１日 

33 富山市水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条

例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）公共下水道事業の予定処理区域面積等の改正 

     ア 予定処理区域面積 

       「１０，８２６．０ヘクタール」 

↓

       「１０，９０８．１ヘクタール」 

     イ 計画処理人口 「３９４，０７０人」 → 「３８９，８２０人」 

     ウ １日最大処理水量 

       「２６６，９４１立方メートル」 → 「２６６，２４４立方メー

トル」 

（２）施行期日 平成３０年４月１日 

34 富山市消防団条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）非常勤の消防団員に対する報酬額の規定の追加 

     ア 職務報酬 

階   級     額 

団長及び副団長（方面団長の職に限る。） 年額 95,000円 

副団長（方面団長の職を除く。） 年額 69,000円 

分団長 年額 54,000円 

副分団長 年額 44,000円 

部長 年額 33,000円 

班長 年額 28,000円 

団員 年額 22,000円 
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     イ 技術報酬 

       アのほか、消防ポンプ自動車、小型動力ポンプその他の消防機器の

操作等の任務に従事する団員には、年額１５，０００円の技術報酬を

支給する。 

   （２）非常勤の消防団員に対する費用弁償の額の規定の追加 

     ア 出場手当 

       団員が服務した場合は、服務１回につき１，９００円の出場手当を

支給する。 

     イ その他の費用弁償 

       アのほか、団員が公務により旅行するときは、富山市旅費支給条例

に規定する職員の旅費に相当する額を費用弁償として支給する。 

   （３）その他規定の整備 

   （４）施行期日 平成３０年４月１日 

35 富山市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例制定の件 

   （１）扶養親族加算額の改正 

   区 分 

改正前 改正後 

加算額 配偶者がな

い場合の加

算額(※１) 

配偶者及び扶養

親族に係る子が

ない場合の加算

額(※１) 

第１号 配偶者 ３３３円   －   － ２１７円 

第２号 子（※２） ２６７円 ３３３円   － ３３３円 

第３号

～第６

号 

孫 、 弟 妹 、

父 母 、 祖 父

母 等 （ ※ ３

） 

２１７円   － ３００円 ２１７円 

  ※１ 扶養親族のうち１人に限る。 

  ※２ ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子 

  ※３ ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫・弟妹及び

６０歳以上の父母・祖父母並びに重度心身障害者 
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（２）施行期日 平成３０年４月１日 

Ｃ その他の議決案件（３件） 

  １ 富山地区広域圏事務組合規約の変更に関する件 

  ２ 財産の無償譲渡の件 

   （１）石金保育所を社会福祉法人わかば福祉会へ譲渡するもの。 

     ア 場 所  富山市石金三丁目２番３７号 

     イ 構 造  鉄筋コンクリート造２階建一部鉄骨造 

     ウ 床面積  １，７４４．０７㎡ 

３ 市道路線の認定及び廃止の件 

＜その他＞ 

Ｄ 追加提出（６件） 

１ 契約案件（１件） 

（１）包括外部監査契約締結の件 

２ 人事案件（５件） 

（１）富山市教育委員会の委員の任命に関し同意を求める件 

（２）富山市監査委員の選任に関し同意を求める件 

（３）富山市農業委員会の委員の任命に関し同意を求める件 

（４）富山市固定資産評価審査委員会の委員の選任に関し同意を求める件 

（５）人権擁護委員の候補者の推薦に関し意見を求める件 
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（単位：千円、％）

区　　分　　

予算案　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ａ－Ｂ Ａ/Ｂ

　一般会計 156,803,824 46.8 154,439,079 45.0 2,364,745 101.5

　1 公債管理特別会計 30,946,799 9.2 30,673,644 8.9 273,155 100.9

　2 駐車場事業特別会計 398,461 0.1 415,792 0.1 ▲ 17,331 95.8

　3 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 38,260 0.0 35,704 0.0 2,556 107.2

　4 後期高齢者医療事業特別会計 10,219,830 3.1 10,353,291 3.0 ▲ 133,461 98.7

　5 まちなか診療所事業特別会計 124,924 0.0 121,753 0.0 3,171 102.6

　6 介護保険事業特別会計 40,405,858 12.1 41,604,979 12.1 ▲ 1,199,121 97.1

　7 国民健康保険事業特別会計 34,942,274 10.4 43,342,612 12.6 ▲ 8,400,338 80.6

　8 企業団地造成事業特別会計 1,886,804 0.6 2,331,559 0.7 ▲ 444,755 80.9

　9 白樺ハイツ事業特別会計 69,673 0.0 67,092 0.0 2,581 103.8

 10 牛岳温泉健康センター事業特別会計 47,966 0.0 69,296 0.0 ▲ 21,330 69.2

 11 牛岳温泉スキー場事業特別会計 223,220 0.1 189,049 0.1 34,171 118.1

 12 競輪事業特別会計 11,668,843 3.5 12,651,414 3.7 ▲ 982,571 92.2

 13 農業集落排水事業特別会計 1,371,936 0.4 1,352,667 0.4 19,269 101.4

 14 公設地方卸売市場事業特別会計 317,872 0.1 227,694 0.1 90,178 139.6

 15 軌道整備事業特別会計 19,023 0.0 21,629 0.0 ▲ 2,606 88.0

 16 賃貸住宅・店舗事業特別会計 145,347 0.0 180,787 0.1 ▲ 35,440 80.4

132,827,090 39.6 143,638,962 41.8 ▲ 10,811,872 92.5

 17 水道事業会計 9,700,268 2.9 9,717,221 2.8 ▲ 16,953 99.8

 18 工業用水道事業会計 572,592 0.2 374,324 0.1 198,268 153.0

 19 公共下水道事業会計 21,375,447 6.3 22,244,895 6.5 ▲ 869,448 96.1

 20 病院事業会計 14,098,660 4.2 13,104,112 3.8 994,548 107.6

45,746,967 13.6 45,440,552 13.2 306,415 100.7

335,377,881 100.0 343,518,593 100.0 ▲ 8,140,712 97.6

財務部手持資料

対前年度比較

平成３０年度　富山市予算案　会計別構成

平成３０年度 平成２９年度

　　会　計　名

合　　　　計

特
別
会
計

企
業
会
計

　特別会計　小計

　企業会計　小計
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（歳入）

区　　分　　

予算案　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ａ－Ｂ Ａ/Ｂ

1 市税 72,774,450 46.4 72,826,196 47.2 ▲ 51,746 99.9

2 地方譲与税 1,409,000 0.9 1,340,000 0.9 69,000 105.1

3 利子割交付金 107,000 0.1 52,000 0.0 55,000 205.8

4 配当割交付金 435,000 0.3 435,000 0.3 0 100.0

5 株式等譲渡所得割交付金 361,000 0.2 226,000 0.1 135,000 159.7

6 地方消費税交付金 8,270,000 5.3 7,958,000 5.2 312,000 103.9

7 ゴルフ場利用税交付金 71,000 0.0 71,000 0.0 0 100.0

8 自動車取得税交付金 344,000 0.2 325,000 0.2 19,000 105.8

9 地方特例交付金 260,000 0.2 230,000 0.1 30,000 113.0

10 地方交付税 16,900,000 10.8 16,600,000 10.7 300,000 101.8

11 交通安全対策特別交付金 80,000 0.1 80,000 0.1 0 100.0

12 分担金及び負担金 154,601 0.1 199,151 0.1 ▲ 44,550 77.6

13 使用料及び手数料 3,389,302 2.1 3,412,461 2.2 ▲ 23,159 99.3

14 国庫支出金 20,622,263 13.1 18,800,327 12.2 1,821,936 109.7

15 県支出金 10,511,003 6.7 10,912,164 7.1 ▲ 401,161 96.3

16 財産収入 327,397 0.2 391,269 0.3 ▲ 63,872 83.7

17 寄附金 102,640 0.1 102,640 皆増

18 繰入金 2,016,685 1.3 2,103,637 1.4 ▲ 86,952 95.9

19 諸収入 2,750,383 1.7 3,155,374 2.0 ▲ 404,991 87.2

20 市債 15,918,100 10.2 15,321,500 9.9 596,600 103.9

156,803,824 100.0 154,439,079 100.0 2,364,745 101.5

平成３０年度　一般会計予算案　歳入　款別構成

平成30年度

　　　　款

合　　　　計

対前年度比較平成29年度

（単位：千円、％）
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（単位：千円、％）

　　　　　　　　　　　区　分
平成３０年度 平成２９年度

予算案 Ａ 予算額 Ｂ Ａ－Ｂ Ａ/Ｂ

1 市税 72,774,450 72,826,196 ▲ 51,746 99.9

(1)　市民税 31,275,450 31,510,196 ▲ 234,746 99.3

　　ア　個人 23,951,450 23,675,196 276,254 101.2

　　イ　法人 7,324,000 7,835,000 ▲ 511,000 93.5

(2)　固定資産税 30,307,000 30,056,000 251,000 100.8

(3)　軽自動車税 1,053,000 1,014,000 39,000 103.8

(4)　市たばこ税 2,580,000 2,729,000 ▲ 149,000 94.5

(5)　入湯税 101,000 98,000 3,000 103.1

(6)　事業所税 3,531,000 3,492,000 39,000 101.1

(7)　都市計画税 3,927,000 3,927,000 0 100.0

2 地方譲与税 1,409,000 1,340,000 69,000 105.1

(1)　地方揮発油譲与税 371,000 382,000 ▲ 11,000 97.1

(2)　自動車重量譲与税 1,013,000 934,000 79,000 108.5

(3)　特別とん譲与税 2,000 2,000 0 100.0

(4)　航空機燃料譲与税 23,000 22,000 1,000 104.5

3 利子割交付金 107,000 52,000 55,000 205.8

4 配当割交付金 435,000 435,000 0 100.0

5 株式等譲渡所得割交付金 361,000 226,000 135,000 159.7

6 地方消費税交付金 8,270,000 7,958,000 312,000 103.9

7 ゴルフ場利用税交付金 71,000 71,000 0 100.0

8 自動車取得税交付金 344,000 325,000 19,000 105.8

9 地方特例交付金 260,000 230,000 30,000 113.0

10 地方交付税 16,900,000 16,600,000 300,000 101.8

(1)　普通交付税 15,100,000 14,800,000 300,000 102.0

(2)　特別交付税 1,800,000 1,800,000 0 100.0

11 臨時財政対策債 6,400,000 7,000,000 ▲ 600,000 91.4

12 競輪事業収入 70,000 70,000 0 100.0

13 その他 731,603 1,010,704 ▲ 279,101 72.4

108,133,053 108,143,900 ▲ 10,847 100.0

平成３０年度　市税等の一般財源案

　款　項

合　　計

対前年度比較
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（単位：千円、％）

予算案 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比 Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

101.5合　　計 156,803,824 100.0 154,439,079 100.0 2,364,745

96.6

 13 予備費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 100.0

 12 公債費 22,448,319 14.3 23,232,795 15.0 ▲784,476

104.2

 11 災害復旧費 20,500 0.0 20,500 0.0 0 100.0

 10 教育費 12,124,157 7.7 11,640,918 7.5 483,239

116.2

　9 消防費 4,565,969 2.9 4,822,432 3.1 ▲256,463 94.7

　8 土木費 25,934,771 16.5 22,325,213 14.5 3,609,558

104.9

　7 商工費 3,731,601 2.4 4,371,170 2.8 ▲639,569 85.4

　6 農林水産業費 4,311,496 2.8 4,110,588 2.7 200,908

89.9

　5 労働費 559,776 0.4 732,871 0.5 ▲173,095 76.4

　4 衛生費 8,989,868 5.7 10,001,615 6.5 ▲1,011,747

99.3

　3 民生費 57,008,178 36.4 55,984,884 36.2

104.0

1,023,294 101.8

　2 総務費 16,204,545 10.3 16,322,750 10.6 ▲118,205

　1 議会費 804,644 0.5 773,343 0.5 31,301

平成３０年度　一般会計予算案　歳出　目的（款）別構成

（歳出）

　　　　　　　区　分

　款

平成３０年度 平成２９年度 対前年度比較
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（単位：千円、％）

予算案 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比 Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

101.5合　　計 156,803,824 100.0 154,439,079 100.0 2,364,745

96.6

 13 予備費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 100.0

 12 公債費 22,448,319 14.3 23,232,795 15.0 ▲784,476

110.7

 11 災害復旧費 20,500 0.0 20,500 0.0 0 100.0

 10 教育費 12,124,157 7.7 10,947,883 7.1 1,176,274

116.2

　9 消防費 4,565,969 2.9 4,822,432 3.1 ▲256,463 94.7

　8 土木費 25,934,771 16.5 22,325,213 14.5 3,609,558

104.9

　7 商工費 3,731,601 2.4 4,371,170 2.8 ▲639,569 85.4

　6 農林水産業費 4,311,496 2.8 4,110,588 2.7 200,908

89.9

　5 労働費 559,776 0.4 732,871 0.5 ▲173,095 76.4

　4 衛生費 8,989,868 5.7 10,001,615 6.5 ▲1,011,747

99.3

　3 民生費 57,008,178 36.4 56,677,919 36.6

104.0

330,259 100.6

　2 総務費 16,204,545 10.3 16,322,750 10.6 ▲118,205

　1 議会費 804,644 0.5 773,343 0.5 31,301

（参 考）組織改正に伴う組替後との比較

平成３０年度　一般会計予算案　歳出　目的（款）別構成

（歳出）

　　　　　　　区　分

　款

平成３０年度 平成２９年度 対前年度比較
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（単位：千円、％）

　　　　　　　　　　  区　分あ

予算案　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ａ－Ｂ Ａ/Ｂ

1 人件費 24,283,956 15.4 24,696,441 16.0 ▲412,485 98.3

2 扶助費 31,595,516 20.1 30,465,373 19.7 1,130,143 103.7

3 公債費 22,448,319 14.3 23,232,795 15.0 ▲784,476 96.6

78,327,791 49.8 78,394,609 50.7 ▲66,818 99.9

4 普通建設事業費 17,702,855 11.3 15,042,421 9.7 2,660,434 117.7

(1) 補助事業費 9,227,164 5.9 6,994,249 4.5 2,232,915 131.9

(2) 単独事業費 7,370,014 4.7 6,807,258 4.4 562,756 108.3

(3) 県営事業負担金 1,105,677 0.7 1,240,914 0.8 ▲135,237 89.1

5 災害復旧事業費 20,500 0.0 20,500 0.0 0 100.0

17,723,355 11.3 15,062,921 9.7 2,660,434 117.7

6 物件費 22,678,499 14.5 21,507,558 13.9 1,170,941 105.4

7 維持補修費 1,754,128 1.1 1,686,831 1.1 67,297 104.0

8 補助費等 17,402,959 11.1 17,950,629 11.7 ▲547,670 96.9

(1) 負担金寄附金 7,979,236 5.1 8,462,879 5.5 ▲483,643 94.3

(2) 補助交付金 8,473,703 5.4 8,490,913 5.5 ▲17,210 99.8

(3) その他 950,020 0.6 996,837 0.7 ▲46,817 95.3

9 積立金 119,297 0.1 19,187 0.0 100,110 621.8

10 投資及び出資金 1,972,685 1.3 1,988,303 1.3 ▲15,618 99.2

11 貸付金 959,618 0.6 1,269,153 0.8 ▲309,535 75.6

12 繰出金 15,765,492 10.1 16,459,888 10.7 ▲694,396 95.8

13 予備費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 100.0

156,803,824 100.0 154,439,079 100.0 2,364,745 101.5

投資的経費　小計

　合　　　計

平成３０年度　一般会計予算案　性質別構成

平成３０年度 平成２９年度 対前年度比較

　性　質

義務的経費　小計
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